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(57)【要約】
【課題】　本発明は、ダイシング時の糸状屑の発生を防止できると共に、様々なエキスパ
ンド条件に十分対応できるだけの均一延伸性に優れたダイシング用の粘着テープ基材及び
これを用いた粘着シートを提供する。
【解決手段】　本発明の粘着テープ基材は、エチレン成分と炭素数が４～１２のα－オレ
フィン成分とを含有するエチレン－α－オレフィン共重合体４０～８０重量％、示差走査
熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピーク温度が１６０℃以上であるポリオレフィン系熱可塑
性エラストマー１０～３０重量部％、及び、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピー
ク温度が１６０℃未満であるポリオレフィン系熱可塑性エラストマー１０～３０重量％を
含有することを特徴とする。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
エチレン成分と炭素数が４～１２のα－オレフィン成分とを含有するエチレン－α－オレ
フィン共重合体４０～８０重量％、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピーク温度が
１６０℃以上であるポリオレフィン系熱可塑性エラストマー１０～３０重量部％、及び、
示差走査熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピーク温度が１６０℃未満であるポリオレフィン
系熱可塑性エラストマー１０～３０重量％を含有することを特徴とする粘着テープ基材。
【請求項２】
粘着テープ基材は押出機を用いて製膜されたフィルムであって、厚みが５０～３００μｍ
、引張強度が１０～３０Ｎ／１０ｍｍ、引張伸度が６００～１２００％、２％モジュラス
が０．５～２．０ＭＰａ、５０％モジュラスが６．０～１２．０ＭＰａ、２％伸長時の押
出方向（ＭＤ）及び幅方向（ＴＤ）のモジュラス比（ＭＤのモジュラス／ＴＤのモジュラ
ス）が０．８５～１．１５、及び、５０％伸長時の押出方向（ＭＤ）及び幅方向（ＴＤ）
のモジュラス比（ＭＤ／ＴＤ）が０．８５～１．１５であることを特徴とする粘着テープ
基材。
【請求項３】
少なくとも一面に粘着剤層が積層一体化されていることを特徴とする請求項１又は請求項
２に記載の粘着シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体ウエハ加工時にウエハを粘着固定するために用いられ、ダイシング用
として優れたエキスパンド性を示す粘着テープ基材及び粘着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　通常、シリコンなどの半導体ウエハは、大径の状態で製造され、その後、小片にダイシ
ングされてチップ化された上でマウント工程に移される。この際、半導体ウエハは、粘着
シートに貼付されて保持された状態でダイシングされ、洗浄、エキスパンド、ピックアッ
プ及びマウントの各工程が施される。
【０００３】
　上記粘着シートとしては、塩化ビニル系樹脂などの合成樹脂フィルムからなる粘着テー
プ基材上に粘着剤が塗布されてなるものが用いられている。ダイシング工程においては、
回転する丸刃によってウエハの切断が行われるが、このウエハの切断は、ウエハを保持す
る粘着シートの内部まで切り込みを行う切断方法が主流となってきている。
【０００４】
　このダイシング工程に用いられる粘着シートの粘着テープ基材の性能としては、均一な
延伸性を有すると共に延伸性が優れていることが要求される。即ち、ダイシングフィルム
の均一延伸性が優れていると、粘着シートを延伸させた場合に、各チップ間に均等な隙間
を形成することができるため、チップのピックアップの作業性が極めて良好なものとなる
。
【０００５】
　このような性能を有する粘着テープ基材として、ポリ塩化ビニル系樹脂フィルムを基材
に使用したものが提案されている。しかしながら、この粘着テープ基材は、ポリ塩化ビニ
ル系樹脂フィルムを使用していることから、塩素イオンによるウエハの腐食の問題があっ
た。更に、柔軟性をもたせるため、フィルム中に大量の可塑剤が含まれており、この可塑
剤がウエハに移行してウエハを汚染し、或いは、粘着剤に移行して粘着力を低下させ、ダ
イシング時にチップが飛散したりする問題があった。
【０００６】
　これらの問題を解決するために、ポリ塩化ビニル系樹脂フィルムに代わる軟質の粘着テ
ープ基材として、焼却時に有害ガスを発生することのないポリプロピレン、ポリエチレン
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などのポリオレフィン系フィルムなどが挙げられる。
【０００７】
　しかしながら、従来のポリオレフィン系フィルムは、軟質ポリ塩化ビニルフィルムに比
べると、例えば、ポリプロピレンを主体とするフィルムは結晶性が高く、柔軟性や延伸性
に劣るなどの課題があり、又、ポリエチレンを主体とするフィルムでもその機械的強度に
課題があった。そこで、これら課題の改善のため、各種のポリオレフィン系材料を組合せ
たブレンド組成物からなるフィルムや積層フィルムなどが提案されている。
【０００８】
　特許文献１には、プロピレン及び／又はブテン－１の含有率が５０重量％以上の非晶性
ポリオレフィンを主成分とする樹脂組成物からなる層とポリエチレンからなる層とを構成
層とする積層フィルムが提案されている。
【０００９】
　しかしながら、この積層フィルムは、繰返し折り曲げられ或いは延伸された場合、非晶
性ポリオレフィンを主成分とする層とポリエチレン層とが界面で容易に剥離することがあ
り、又、軟質のポリ塩化ビニルフィルムに比べて、均一な延伸性は不十分であるなどの問
題があった。
【００１０】
　又、特許文献２には、ポリプロピレンとポリプロピレン－エチレンランダム共重合体を
主成分とするブロック共重合体とのブレンド組成物からなるフィルムが開示されている。
更に、ポリプロピレンに対して、スチレン－エチレン－ブチレン－スチレン共重合体やエ
チレンプロピレンゴムなどの熱可塑性エラストマーをブレンドして、柔軟性を賦与したフ
ィルムの提案もある。これらのフィルムは、柔軟性は改善されているが、ポリプロピレン
とブレンドされる材料との相溶性の関係から、透明性が不十分である場合があり、また、
軟質のポリ塩化ビニルフィルムに比べると、引伸ばされた際の均一な延伸性が不十分であ
るなどの問題があった。
【００１１】
　更に、特許文献３には、少なくとも三層以上の多層フィルムであって、芯層がポリプロ
ピレンを主体とし、ゴム弾性を有し、かつ明確な融点を持つ樹脂からなり、該芯層に接す
る層が直鎖状低密度ポリエチレンからなることを特徴とするダイシング用基材フィルムが
提案され、このフィルムは、均一拡張性に優れ、適度な引張弾性率を有し、層間剥離が生
じないものであるとされている。
【００１２】
　しかしながら、このフィルムは、ダイシング用フィルムとして、フィルムを薄くした場
合には、表層にあるポリエチレン樹脂層が、積層する段階でロールのほうに捲き付いてし
まうという問題があった。
【００１３】
　又、ダイシング工程においては、回転する丸刃によってウエハを切断するが、その際、
シート内部まで切込が行われているため、プラスチックフィルム自身がその摩擦熱により
溶融状態となり、ダイシング後のダイシングライン上にフィルム自身の糸状屑が発生する
。この糸状屑がチップ側面などに付着すると、そのまま後工程においてマウントされ、封
止されてしまい、半導体素子の信頼性を著しく低下させるといった問題があった。
【００１４】
【特許文献１】特開平６－９２７号公報
【特許文献２】特開平７－３００５４８号公報
【特許文献３】特開２０００－１７３９５１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明は、ダイシング時の糸状屑の発生を防止できると共に、様々なエキスパンド条件
に十分対応できるだけの均一延伸性に優れたダイシング用の粘着テープ基材及びこれを用
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いた粘着シートを提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の粘着テープ基材は、エチレン成分と炭素数が４～１２のα－オレフィン成分と
を含有するエチレン－α－オレフィン共重合体４０～８０重量％、示差走査熱量分析（Ｄ
ＳＣ）による融解ピーク温度が１６０℃以上であるポリオレフィン系熱可塑性エラストマ
ー１０～３０重量部％、及び、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピーク温度が１６
０℃未満であるポリオレフィン系熱可塑性エラストマー１０～３０重量％を含有すること
を特徴とする。
【００１７】
　上記エチレン－α－オレフィン共重合体は、エチレン成分と炭素数が４～１２のα－オ
レフィン成分とを含有する。炭素数が４～１２のα－オレフィンとしては、例えば、１－
ヘキセン、１－オクテン、４－メチル－１－ペンテン、１－ヘプテンなどが挙げられ、単
独で含まれていても二種以上が含まれていてもよい。
【００１８】
　エチレン－α－オレフィン共重合体としては、具体的には、エチレン－１－オクテン共
重合体、エチレン－４－メチル－１－ペンテン共重合体、エチレン－１－ヘプテン共重合
体などが挙げられ、ランダム共重合体であってもブロック共重合体であってもよい。
【００１９】
　エチレン－α－オレフィン共重合体中におけるエチレン成分の含有量は、低いと、粘着
テープ基材の機械的強度が低下するので、９０モル％以上が好ましく、９３～９９．９モ
ル％がより好ましい。
【００２０】
　エチレン－α－オレフィン共重合体の製造方法としては、特に限定されないが、エチレ
ンやα－オレフィンなどの原料モノマーをメタロセン触媒を用いて不活性ガス中での流動
床式気相重合又は攪拌式気相重合、不活性溶媒中でのスラリー重合、モノマーを溶媒とす
るバルク重合する方法が挙げられる。
【００２１】
　上記メタロセン触媒としては、一般に、メタロセン化合物と、有機アルミニウム化合物
又はイオン性化合物との組合せが用いられる。上記メタロセン化合物の具体例としては、
ジメチルシリル（２，４－ジメチルシクロペンタジエニル）（３',５'－ジメチルシクロ
ペンタジエニル）ジルコニウムジクロライド、ジメチルシリル（２，４－ジメチルシクロ
ペンタジエニル）（３',５'－ジメチルシクロペンタジエニル）ハフニウムジクロライド
などのケイ素架橋型メタロセン化合物、エチレンビスインデニルジルコニウムジクロライ
ド、エチレンビスインデニルハフニウムジクロライドなどのインデニル系架橋型メタロセ
ン化合物などが挙げられる。
【００２２】
　上記有機アルミニウム化合物としては、メチルアルモキサン、エチルアルモキサン、イ
ソブチルエチルアルモキサンなどの一般式（－Ａｌ（Ｒ）Ｏ－）ｎで示される直鎖状、あ
るいは環状重合体（但し、Ｒは炭素数１～１０の炭化水素基であり、一部の水素がハロゲ
ン原子又はＲＯ基で置換されたものも含む。ｎは重合度であり、好ましくは５以上、より
好ましくは１０以上である）、又は、トリアルキルアルミニウム、ジアルキルハロゲノア
ルミニウムなどが挙げられる。
【００２３】
　上記イオン性化合物としては、一般式、Ｃ+・Ａ-で示され、Ｃ+は、有機化合物、有機
金属化合物若しくは無機化合物の酸化性のカチオン、又は、ルイス塩基とプロトンからな
るブレンステッド酸などであり、メタロセン配位子のアニオンと反応してメタロセンのカ
チオンを生成することができる。イオン性化合物としては、例えば、テトラキス（ペンタ
フルオロフェニル）ボレートアニオンとトリフェニルカルボニウムカチオン又はジアルキ
ルアニリニウムカチオンとのイオン化合物などが挙げられる。
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【００２４】
　そして、粘着テープ基材中におけるエチレン－α－オレフィン共重合体の含有量は、少
ないと、粘着テープ基材の強度が低下し、多いと、粘着テープ基材の伸び特性が低下する
ので、４０～８０重量％に限定され、４５～６５重量％が好ましい。
【００２５】
　更に、本発明の粘着テープ基材では、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピーク温
度が１６０℃以上のポリオレフィン系熱可塑性エラストマーと、示差走査熱量分析（ＤＳ
Ｃ）による融解ピーク温度が１６０℃未満のポリオレフィン系熱可塑性エラストマーとを
併用する。
【００２６】
　このように、融解ピーク温度が異なる二種類のポリオレフィン系熱可塑性エラストマー
を用いることによって、粘着テープ基材における押出方向（ＭＤ）と幅方向（ＴＤ）の伸
び特性のバランスが保持される。
【００２７】
　又、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピーク温度が１６０℃以上であるポリオレ
フィン系熱可塑性エラストマー（以下「ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーＡ」とい
う）としては、融解ピーク温度が１６０℃以上であれば、特に限定されない。
【００２８】
　ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーＡの重量平均分子量は、低くても高くても、粘
着テープ基材の製膜安定性が低下するので、８万～４５万が好ましい。
【００２９】
　粘着テープ基材におけるポリオレフィン系熱可塑性エラストマーＡの含有量は、少ない
と、粘着テープ基材の伸び特性が低下し、多いと、粘着テープ基材の機械的強度が低下す
るので、１０～３０重量％に限定され、２０～３０重量％が好ましい。
【００３０】
　又、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）による融解ピーク温度が１６０℃未満であるポリオレ
フィン系熱可塑性エラストマー（以下「ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーＢ」とい
う）としては、融解ピーク温度が１６０℃未満であれば、特に限定されない。
【００３１】
　ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーＢの重量平均分子量は、低くても高くても、粘
着テープ基材の製膜安定性が低下するので、１５万～３０万が好ましい。
【００３２】
　又、粘着テープ基材におけるポリオレフィン系熱可塑性エラストマーＢの含有量は、少
ないと、粘着テープ基材の伸び特性が低下し、多いと、粘着テープ基材の機械的強度が低
下するので、１０～３０重量％に限定され、２０～３０重量％が好ましい。
【００３３】
　なお、ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの融点を示差走査熱量分析（ＤＳＣ）に
より測定する要領は下記の通りである。ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの試料を
用意し、この試料を示差走査熱量計を用いて室温から２００℃まで１０℃／分の昇温速度
にて昇温させた際に、昇温中に発生する吸熱ピークの温度をポリオレフィン系熱可塑性エ
ラストマーの融点とする。なお、吸熱ピークが複数ある場合は最も大きい吸熱ピークの温
度をポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの融点とする。
【００３４】
　ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの重量平均分子量は、ＧＰＣ（Gel Permeation
 Chromatography）法によって測定されたポリスチレン換算値をいう。
【００３５】
　本発明の粘着テープ基材は、半導体ウエハのダイシング用途に好適に用いられ、この用
途においては、チップがダイシングされた後、エキスパンダリングが押し当てられて延伸
される。この際、粘着テープ基材とエキスパンダリングとの間で滑りが生じると粘着テー
プ基材が局部的に延伸される虞れがある。そこで、本発明の粘着テープ基材の一面に、梨
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子地などのエンボス加工を施しておき、粘着テープ基材とエキスパンダリングとの間の滑
りを防止して、粘着テープ基材が均一に延伸されるようにすることが好ましい。
【００３６】
　次に、本発明の粘着テープ基材の製造方法について説明する。粘着テープ基材の製造方
法としては、特に限定されず、例えば、円形のダイを用いて押出製膜を行うインフレーシ
ョン法、Ｔダイを用いて押出製膜を行うＴダイ法、カレンダー法などが挙げられる。
【００３７】
　得られた粘着テープ基材の厚みは、薄いと、粘着テープ基材の引張強度が低下し延伸時
に破れる虞れがあり、厚いと、粘着テープ基材の引張強度が大きくなり、粘着テープ基材
を延伸するのに大きな力を要することがあるので、５０～３００μｍが好ましく、７０～
２００μｍがより好ましい。
【００３８】
　粘着テープ基材が押出機を用いて製造されたフィルムである場合、押出方向（ＭＤ）及
び幅方向（ＴＤ）の粘着テープ基材の引張強度は、小さいと、粘着テープ基材が延伸時に
破れ易くなり、大きいと、粘着テープ基材の延伸に大きな力を要することがあるので、１
０～３０Ｎ／１０ｍｍが好ましい。なお、粘着テープ基材の引張強度は、ＪＩＳ　Ｋ７１
２７に準拠して測定されたものをいう。
【００３９】
　粘着テープ基材が押出機を用いて製造されたフィルムである場合、押出方向（ＭＤ）及
び幅方向（ＴＤ）の粘着テープ基材の引張伸度は、小さいと、エクスパンド工程における
ピックアップ時に粘着テープ基材が破断することがあり、６００～１２００％が好ましい
。なお、粘着テープ基材の引張伸度は、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に準拠して測定されたものを
いう。
【００４０】
　粘着テープ基材が押出機を用いて製造されたフィルムである場合、押出方向（ＭＤ）及
び幅方向（ＴＤ）の粘着テープ基材の２％モジュラスは、小さいと、粘着テープ基材を延
伸する際に大きな力を要することがあり、大きいと、粘着テープ基材が延伸時に破れ易く
なるので、０．５～２．０ＭＰａが好ましい。なお、粘着テープ基材の２％モジュラスは
、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に準拠して測定されたものをいう。
【００４１】
　粘着テープ基材が押出機を用いて製造されたフィルムである場合、押出方向（ＭＤ）及
び幅方向（ＴＤ）の粘着テープ基材の５０％モジュラスは、小さいと、粘着テープ基材を
延伸する際に大きな力を要することがあり、大きいと、粘着テープ基材が延伸時に破れ易
くなるので、６．０～１２．０ＭＰａが好ましい。なお、粘着テープ基材の５０％モジュ
ラスは、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に準拠して測定されたものをいう。
【００４２】
　粘着テープ基材が押出機を用いて製造されたフィルムである場合、粘着テープ基材にお
いて、２％伸長時の押出方向（ＭＤ）及び幅方向（ＴＤ）のモジュラス比（ＭＤのモジュ
ラス／ＴＤのモジュラス）は、小さくても大きくても、粘着テープ基材を均一に延伸させ
ることができないので、エキスパンド工程において半導体ウエハチップ間の距離を均一に
することができず、ピックアップ工程において半導体ウエハチップのピックアップ作業に
支障をきたすことがあるので、０．８５～１．１５が好ましい。
【００４３】
　又、粘着テープ基材において、５０％伸長時の押出方向（ＭＤ）及び幅方向（ＴＤ）の
モジュラス比（ＭＤのモジュラス／ＴＤのモジュラス）は、同様の理由で、０．８５～１
．１５が好ましい。
【００４４】
　なお、本発明において、幅方向（ＴＤ）とは、押出方向（ＭＤ）に対して直交する方向
をいう。
【００４５】
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　粘着テープ基材の少なくとも一面に粘着剤層が積層一体化されていてもよい。なお、粘
着テープ基材の表面にエンボス加工が施されている場合は、エンボス加工が施されていな
い面に粘着剤層を積層一体化することが好ましい。
【００４６】
　上記粘着剤層を構成する粘着剤としては、特に限定されず、ゴム系粘着剤、アクリル系
粘着剤、シリコーン系粘着剤、ポリビニルエーテル系粘着剤などが挙げられ、アクリル系
粘着剤が好ましい。
【００４７】
　アクリル系粘着剤を構成しているアクリル系樹脂としては、例えば、（メタ）アクリル
酸アルキルエステルの重合体、（メタ）アクリル酸アルキルエステルとこれと共重合可能
な単量体との共重合体などが挙げられる。なお、（メタ）アクリルは、メタクリル又はア
クリルを意味する。
【００４８】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、例えば、（メタ）アクリル酸メチル、
（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸２－エチル
ヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸イソノニルなどが挙げられ
、ホモポリマーのガラス転移温度が－５０℃以下となる（メタ）アクリル酸アルキルエス
テルが好ましい。
【００４９】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステルと共重合可能な単量体としては、例えば、（メタ
）アクリル酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシブチル、（メタ）アクリ
ル酸ヒドロキシヘキシルなどの（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキルエステル、（メタ
）アクリル酸グリシジルエステル、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、無水マレイン酸、
（メタ）アクリル酸アミド、（メタ）アクリル酸Ｎ－ヒドロキシメチルアミド、ジメチル
アミノエチルメタクリレート、ｔ－ブチルアミノエチルメタクリレートなどの（メタ）ア
クリル酸アルキルアミノアルキルエステル、酢酸ビニル、スチレン、アクリロニトリルな
どが挙げられる。
【００５０】
　又、粘着剤層を構成する粘着剤としては、紫外線、電子線などにより硬化する放射線硬
化型粘着剤や加熱発泡型粘着剤を用いることもでき、放射線硬化型粘着剤が好ましく、紫
外線硬化型粘着剤が好ましい。
【００５１】
　更には、ダイシング・ダイボンド兼用可能な粘着剤であってもよい。なお、粘着剤とし
て放射線硬化型粘着剤を用いる場合には、ダイシング工程の前後に、粘着剤層に放射線が
照射されるため、粘着テープ基材は十分な放射線透過性を有してことが好ましい。
【００５２】
　放射線硬化型粘着剤は、一般には、粘着剤の主成分となるアクリル系樹脂などのベース
重合体と放射線硬化成分とからなる。この放射線硬化成分としては、分子中にラジカル重
合性二重結合を有し、ラジカル重合により硬化可能な単量体、オリゴマー又は重合体であ
れば、特に限定されず、例えば、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレ－ト、テトラエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコー
ルジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートなどの
（メタ）アクリル酸と多価アルコールとのエステル化物；エステルアクリレートオリゴマ
ー；２－プロペニルジ－３－ブテニルシアヌレート、２－ヒドロキシエチルビス（２－ア
クリロキシエチル）イソシアヌレート、トリス（２－メタクリロキシエチル）イソシアヌ
レートなどのイソシアヌレート又はイソシアヌレート化合物などが挙げられる。
【００５３】
　上記放射線硬化型粘着剤において、上記ベース重合体として、重合体の側鎖に炭素－炭
素二重結合を有する放射線硬化型重合体を用いた場合には上記放射線硬化成分を加える必
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要はない。
【００５４】
　又、上記放射線硬化型粘着剤を紫外線により硬化させる場合には光重合開始剤が必要で
あり、更に、上記放射線硬化型粘着剤には、必要に応じて、架橋剤、粘着付与剤、充填剤
、老化防止剤、着色剤などの公知の添加剤を含有させてもよい。
【００５５】
　上記光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインプロピル
エーテル、ベンゾインイソブチルエーテル等のベンゾインアルキルエーテル類；ベンジル
、ベンゾイン、ベンゾフェノン、α－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンなどの芳
香族ケトン類；ベンジルジメチルケタール等の芳香族ケタール類；ポリビニルベンゾフェ
ノン；クロロチオキサントン、ドデシルチオキサントン、ジメチルチオキサントン、ジエ
チルチオキサントン等のチオキサントン類などが挙げられる。
【００５６】
　上記架橋剤としては、例えば、ポリイソシアネート化合物、メラミン樹脂、尿素樹脂、
アジリジン化合物、エポキシ樹脂、無水化合物、ポリアミン、カルボキシルキ含有ポリノ
マーなどが挙げられる。
【００５７】
　粘着剤層の厚さは、粘着剤の種類により適宜に決定することができるが、１～１００μ
ｍが好ましく、３～５０μｍがより好ましい。
【００５８】
　粘着剤層上には剥離可能にセパレータを積層させておいてもよい。このようなセパレー
タとしては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレートなど
の合成樹脂フィルム、紙などが挙げられる。
【００５９】
　セパレータの表面には粘着剤層からの剥離性を高めるため、必要に応じて、シリコーン
処理、長鎖アルキル処理、フッ素処理などの剥離処理が施されていても良い。セパレータ
の厚みは、１０～２００μｍが好ましく、２５～１００μｍがより好ましい。
【発明の効果】
【００６０】
　本発明の粘着テープ基材は、上述の通りの構成を終始、均一な延伸性に優れ、適度な引
張強度を有し、更に、切断時において糸状屑の発生を防止できるので、半導体ウエハのダ
イシング用途に好適に用いることができる。
【００６１】
　本発明の粘着テープ基材は、その他に、表面保護フィルム、各種基材のマスキングフィ
ルム、テーブルクロス、建築基材フィルム、ストレッチフィルム、医療用テープ原反など
にも好適に用いることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６２】
（実施例１、比較例１～３）
　密度が０．９３ｇ／ｃｍ3、メルトフローレイト（ＭＦＲ）が２．８ｇ／１０分のエチ
レン－１－オクテン共重合体と、密度が０．８８ｇ／ｃｍ3、ＭＦＲが０．８ｇ／１０分
、融点が１６２℃のポリプロピレン系熱可塑性エラストマーと、密度が０．８０ｇ／ｃｍ
3、ＭＦＲが８ｇ／１０分、融点が１５８℃のポリプロピレン系熱可塑性エラストマーを
表１で示した所定量を押出機に供給して溶融混練し、Ｔダイから押出して厚みが１００μ
ｍの粘着テープ基材を得た。なお、粘着テープ基材の一面にコロナ処理を施した。
【００６３】
　一方、アクリル酸ブチル９５重量部とアクリル酸５重量部とを酢酸エチル中で常法によ
り共重合させて得られた重量平均分子量が８０万のアクリル系樹脂を含有する溶液に、ジ
ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬社製　商品名「カヤラッドＤＰＨＡ
」）６０重量部、ラジカル重合開始剤（チバ・スペシャルティーケミカルズ社製　商品名
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「イルガキュア６５１」）３重量部及びポリイソシアネート化合物（日本ポリウレタン社
製　商品名「コロネートＬ」）５重量部を加えて、アクリル系紫外線硬化型粘着剤溶液を
調製した。
【００６４】
　得られたアクリル系紫外線硬化型粘着剤溶液を粘着テープ基材のコロナ処理面に塗布し
て８０℃で１０分間に亘って加熱して架橋し、厚さ１０μｍの紫外線硬化型粘着剤層を形
成した。この紫外線硬化型粘着剤層上に剥離可能にセパレータを積層して粘着シートを作
製した。
【００６５】
（比較例４）
　ランダムポリプロピレン樹脂（ＭＦＲ：３ｇ／１０分、エチレン成分含有量：１．５重
量％）のみからなる単層の粘着テープ基材を用意し、この粘着シートを用いて実施例１と
同様にして粘着シートを作製した。
【００６６】
　（比較例５）
　エチレン－酢酸ビニル共重合体のみからなる単層の粘着テープ基材を用意し、この粘着
シートを用いて実施例１と同様にして粘着シートを作製した。
【００６７】
　実施例１及び比較例１～３で得られた粘着テープ基材の引張強度、引張伸度、２％モジ
ュラス及び５０％モジュラスを押出方向（ＭＤ）及び幅方向（ＴＤ）のそれぞれについて
測定し、その結果を表１に示した。
【００６８】
　なお、表１において、「２％モジュラス比」とは、２％伸長時のモジュラス比（ＭＤの
モジュラス／ＴＤのモジュラス）を意味し、「５０％モジュラス比」とは、５０％伸長時
のモジュラス比（ＭＤのモジュラス／ＴＤのモジュラス）を意味する。
【００６９】
　更に、粘着シートのダイシング性、エキスパンド性及び層間剥離性を下記の要領で測定
し、その結果を表１に示した。なお、比較例４の粘着テープ基材は、硬く、伸び率が低く
、ダイシング用途として用いることができないものであり、比較例５の粘着テープ基材は
、軟らかすぎて強度的に低いものであり、裂けてしまい、ダイシング用途して用いること
ができないものであり、以下の評価は行わなかった。
【００７０】
（ダイシング性）
　得られた粘着シートに厚さ３５０μｍで且つ直径６インチのウエハを貼着して下記の条
件にてダイシングを行った。
　　ブレード回転数：３０，０００ｒｐｍ
　　ダイシング速度：１００ｍｍ／秒
　　ダイシング深さ：４０μｍ
　　ブレード厚：５０μｍ
　　ダイシングサイズ：５ｍｍ×５ｍｍ
【００７１】
　ダイシング後、粘着シートの粘着剤層に紫外線を４６０ｍＪ／ｃｍ2照射し、次に、半
導体チップを剥離した。剥離後の粘着シート表面の糸状屑の発生状況を、光学顕微鏡を用
いて観察し、糸状屑の大きさ毎に個数を数え、以下の判断基準の全てを満たしている場合
を「合格」とし、一つでも満たしていない場合を「不合格」とした。
合格基準
　　１５０μ未満の糸状屑　　　　　５０個以下
　　１５０～５００μ未満の糸状屑　１０個以下
　　５００μ以上の糸状屑　　　　　　０個
【００７２】
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（エキスパンド性）
　ダイシング性の測定においてダイシングを行った粘着シートを、エキスパンド工程にお
いて延伸し、均一に延伸されているか否かを評価した。
【００７３】
　具体的には、縦方向の半導体チップ間の平均間隔Ｘを、縦方向に直交する方向（横方向
）の半導体チップ間の平均間隔Ｙで割った値（Ｘ／Ｙ）を算出した。この値は１．０に近
いほど縦横方向に対して均一に延伸されることを示し、０．８～１．２の範囲にあるもの
を「○」、この範囲を外れるものを「×」とした。
【００７４】
（層間剥離性）
　ダイシン性の測定においてダイシングを行った粘着シートを用い、チップを１０個ピッ
クアップしたときに、裏側にフィルムの一部が付着しているチップの個数を調べた。１０
個のチップの全てにおいて、フィルムの一部が全く付着しないものを「○」、１個のチッ
プにおいてフィルムの一部が付着していたものを「△」、２個以上のチップにおいてフィ
ルムの一部が付着していたものを「×」とした。



(11) JP 2009-242586 A 2009.10.22

10

20

30

【表１】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description

